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序　　　文

東部アフリカに位置するケニア国では、いまだ感染症が人々の健康を脅かし、多くの貴重な人

命を奪っています。ケニア国感染症研究対策プロジェクト（フェーズⅡ）は、同国における重要感

染症であるＨＩＶ／ＡＩＤＳ、急性呼吸器感染症、ウイルス性肝炎を取り上げ、それら疾患に関

する研究および対策の進展を図ることを目的として、平成８年５月１日から５年間を協力期間と

して実施しているものです。

国際協力事業団は、プロジェクト開始から１年あまりが経過し、プロジェクトにおけるさまざ

まな技術移転活動が軌道に乗りつつあることを踏まえ、派遣中専門家の活動状況、先方実施機関

の対応状況等を確認し、問題点の把握および今後の対応策を検討すること等を目的として、平成

９年８月５日から８月 16日まで、札幌医科大学医学部教授千葉峻三氏を団長とする計画打合せ調

査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団による調査結果を取りまとめたものです。本調査にあたってご協力を賜

りました内外の関係各位に対して深甚なる謝意を表します。

平成９年８月

国際協力事業団

医療協力部長　福　原　毅　文
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１．計画打合せ調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（1）これまでの経緯および要請背景

ケニア共和国（以下、ケニア）ナイロビにわが国の無償資金協力（1982～ 83年度）により建

設されたケニア中央医学研究所（Kenya Medical Research Institute：ＫＥＭＲＩ）では、下

痢症研究を中心とした「中央医学研究所プロジェクト」が1985年５月から５年間実施され、引

き続き各種感染症の総合的研究のため、「感染症研究プロジェクト」が実施された。右プロ

ジェクトでは、ウイルス性肝炎、ウイルス性下痢症、細菌性下痢症、住血吸虫症、フィラリ

ア症の５分野における基礎研究の協力を 1990年５月から 1996年４月まで実施した。

ケニア政府は第７次国家３カ年計画（1994年～ 97年）において、エイズ・人口問題を重点分

野としている。エイズ対策として、その感染予防、研究開発、啓蒙教育を基本政策とし、

ＫＥＭＲＩはその中心的研究機関として期待されている。かかる経緯から、ケニア政府は

ＨＩＶ／ＡＩＤＳおよび小児の死因の４分の１から３分の１を占める急性呼吸器疾患を新た

な研究分野とし、さらに肝炎対策の充実のため肝炎研究の継続を要請越してきた。

これを受けてわが国は、本プロジェクト第２フェーズへの協力継続を検討するため、1996

年３月に本件実施協議調査団を派遣した。その結果、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、急性呼吸器感染症

（ＡＲＩ）、ウイルス性肝炎の３分野を技術協力の対象分野として取り上げた。３分野感染症

対策として基礎研究を発展させるとともに、特にＡＲＩについては治療に資する技術協力を

充実させることが妥当であると判断された。

今般、第２フェーズ協力開始より約１年を経て、これまでの各分野の活動進捗状況の確認、

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、ＡＲＩ分野で実施されているコホート調査の手法およびＨＩＶ／

ＡＩＤＳ分野、ウイルス性肝炎の診断キットの開発等について先方と協議し、あわせて今後

の活動方針を調整するために計画打合せ調査団を派遣するものである。

（2）対応方針

今調査団派遣の主な目的は、プロジェクト立ち上がりから１年間の活動評価、暫定実施計

画（ＴＳＩ）の検討・調整およびプロジェクト運営改善にある。

① ＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野のケニア側計画のコホート調査（ナイロビ）の見直しおよび進捗状

況確認、スクリーニングキットの技術移転状況の確認および今後の活動計画の策定

② ＡＲＩ分野のコホート調査の進捗状況確認、ＡＲＩラボラトリーの整備状況および今後

の活動計画の策定
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③ 肝炎スクリーニングキットの技術移転状況、国内普及計画の確認および今後の活動計画

の策定

④ 各分野のこれまでの活動状況評価

⑤ 無償資金協力により設置予定（1999年２月ごろ）のＰ３ラボラトリーの予算措置および有

効活用の確認

⑥ ＫＥＭＲＩ機材委員会と老朽化した供与機材の廃棄システムの確認およびその執行に対

する要請

⑦ 国際機関の当該分野に対する活動状況についての聞き取り調査

１－２　調査団の構成

　担　当 　氏　名 　　　　　　所　　　属

団長／総括 千葉　峻三 札幌医科大学医学部小児学教室教授

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 栗村　　敬 大阪大学医学部名誉教授

ウイルス性肝炎 矢野　右人 国立長崎中央病院副院長

Ａ　Ｒ　Ｉ 神谷　　茂 杏林大学医学部微生物学教室教授

協力計画 木付　憲孝 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課職員
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１－３　調査日程

日　順 月　日 移動および業務 備　　考

第１日 ８月５日 11：35 成田発（NH201便）→ 15：55　ロンドン着

第２日 ８月６日 22：25 ロンドン発（BA2069便）

第３日 ８月７日 09：00 ナイロビ着（BA2069便）

10：30 ＪＩＣＡ事務所長表敬

14：00 ＫＥＭＲＩ表敬

15：00 保健省（ＭＯＨ）表敬

16：00 研究技術訓練科学省（ＭＲＴＴＴ）表敬

第４日 ８月８日 ゼネストのため、宿舎にて団内打合せ

第５日 ８月９日 09：00 日本人専門家との協議

第６日 ８月 10日 資料整理

第７日 ８月 11日 09：00 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野　活動計画策定 矢野団員

11：30 ＡＲＩ分野　活動計画策定 09：00　ナイロビ着

14：00 肝炎分野　活動計画策定

16：00 機材管理委員会との協議

第８日 ８月 12日 09：00 合同委員会

14：00 合同委員会

16：00 ミニッツ作成

第９日 ８月 13日 09：00 ミニッツ作成 矢野団員は引き続き業務

11：00 ミニッツ署名 指導、木付団員は担当案

14：30 在ケニア日本大使館報告 件との調整業務のためナ

22：25 ナイロビ発（BA2068便） イロビ滞在

第 10日 ８月 14日 05：15 ロンドン着

第 11日 ８月 15日 18：00 ロンドン発（NH202便）（千葉団長・神谷団員）

11：20 ロンドン発（BA017便）（栗村団員）

第 12日 ８月 16日 18：00 成田着（NH202便）（千葉団長・神谷団員）

11：20 関西空港着（BA017便）（栗村団員）

１－４　主要面談者

（1）日本側

堀内　俊介 在ケニア日本大使館特命全権大使

田上　　実 ＪＩＣＡケニア事務所長

松本　　淳 ＪＩＣＡケニア事務所次長

藤江　　顕 ＪＩＣＡケニア事務所員
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（2）ケニア側

1） Ministry of Research, Technical Training and Technology

Mr. Watatu NJOROGE Permanent Secretary

2） Ministry of Health

Mr. Mohammed KAITTANY Permanent Secretary

3） ＫＥＭＲＩ

Dr. DAVY K. KOECH President, KEMRI

Dr. John I. GITHURE Coordinator, KEMRI/JICA Project

Mr. D. M. NGUMO Chief Administrative Officer

・ＨＩＶ／ＡＩＤＳ

Dr. Peter TUKEI Chief Research Officer

Dr. P. OREGE Chief Research Officer

Dr. A. J. OLOO Chief Research Officer

Dr. W. M. Kofi Tsekpo Chief Research Officer

・ＡＲＩ

Dr. J. Odhiambo Senior Research Officer

Dr. Y. Kombe Senior Research Officer

Dr. W. Ochieng Senior Research Officer

Dr. J. M. Chakaya Research Officer

Dr. E. Amukoye Research Officer

・Viral Hepatitis

Dr. F. A. Okoth Principal Research Officer

Dr. E. G. Mathenge Assistant Research Officer

Mr. J. K. Tuei Assistant Research Officer
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２．総　括

今回の計画打合せ調査団の日程のうち、当初予定のキスム訪問は治安上の理由からキャンセル

されたものの、その他の調査活動はほぼ順調に施行された。調査内容の詳細は下記のとおりであ

る。

日本人専門家チームとの打合せ、ケニア人カウンターパートとの分野別活動計画協議ならびに

合同委員会における協議から得られた所見は以下のとおり総括される。

ケニア感染症対策プロジェクト（Ⅱ）の立ち上がりから１年間における進捗状況はおおむね順調

と評価できる。

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ部門では、ＨＩＶ感染診断用キットの作製、植物抽出液の抗ＨＩＶ活性のス

クリーニングならびにキスム、ブシア、ナイロビにおけるＨＩＶ母子感染に関するコホート研究

が行われてきた。これらのうちナイロビコホートを除いて順調に成果が得られている。西部地区

コホートはすでに 400名以上の妊婦がリクルートされ、ＡＺＴ投与による母子感染の防止に関す

るフォローアップがほぼ順調に行われている。ナイロビは人の移動が激しい都市部のためコホー

ト研究に不適切であるうえに、研究遂行能力を有するカウンターパートが欠如していること、患

者 1人当たりの経費が高額であることが指摘され、協議の結果、ナイロビにおけるコホート研究

は中止されることになった。

ＡＲＩ部門では、スラム街キベラ地区におけるコミュニティーレベルのＡＲＩ患者調査、

Mbagathi District Hospitalの受診ＡＲＩ患者の標本研究、ならびに検査室における病原検索等

が行われてきた。キベラにおけるコホート研究はよくデザインされており、国際的評価に十分耐

え得る成果が期待されている。病原検索のための検査室の完成が遅れていたが、病原菌の薬剤耐

性など貴重な成果が得られつつある。細菌・真菌・ウイルスの各検査室の設備、機器等の整備が

望まれる。ナイロビ以外のＡＲＩ研究フィールドはもう少し時間をかけて検討することとした。

ウイルス性肝炎部門では、ＨＥＰＣＥＬＬキットとＡＦＰキットの冷結乾燥製品化と普及、Ｂ

型肝炎の献血者スクリーニング、ウイルス性肝炎と肝細胞ガンの疫学調査が行われ、順調に進捗

している。また、ＫＥＭＲＩにおける全国各地の技術者研修（第５回ウイルス肝炎セミナー）と第

三国研修も実施された。

以上が本プロジェクトの３部門の進捗状況の調査結果のまとめである。

機材管理のための委員会（Equipment Management Committee）が本年５月に設置されて、供与機

材の保守に関する調査と資料の作成が行われつつある。

財政関係については、1996年３月の討議議事録（Ｒ／Ｄ）で約束したプロジェクト運営費のケニ

ア側負担が初年度に施行されたことが確認された。
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３．要　約

本調査団の派遣目的は、①実施協議調査団派遣時に策定したＴＳＩの修正および②プロジェク

ト活動の全般的なレビューをすることであった。

①に関しては、調査団派遣前の現地との情報交換および交渉により、修正の方向性について、お

およその合意は得て修正ＴＳＩのドラフトができあがった。

②に関しては、プロジェクト関係者、すなわち日本人専門家とＫＥＭＲＩ分野別カウンター

パートとのインタビューおよび協議を行った。

調査は順調に進められ、大きな問題点もなく終了し、８月 13日ミニッツに署名・交換をした。

（1）ＴＳＩの変更

1996年３月に行った実施協議調査時に策定した年次計画について、専門家派遣後、以下の

項目について修正が必要となってきた。

1） ＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野

ナイロビ地区でのコホート調査はケニア側カウンターパートを中心に進められていたが、

調査経費が高額であることおよび調査データの取りまとめに問題があり、同活動は一時的

な措置として中止とした。

2） 急性呼吸器感染症（ＡＲＩ）分野

ＡＲＩ分野のラボラトリーが呼吸器疾患研究室（Respiratory Diseases Research Unit：

ＲＤＲＵ）および医学研究センター（Medical Research Centre：ＭＲＣ）に移動され、ケ

ニア側の負担によりラボラトリー内の改修工事が行われた。ＫＥＭＲＩ内でＲＤＲＵおよ

びＭＲＣへ必要機材が移動されたが、ラボラトリーが十分に稼働するには供与機材による

補強が必要となっている。

3） ウイルス性肝炎分野

保健省との連携によりＢ型肝炎診断試薬ＨＥＰＣＥＬＬⅡ、肝ガン診断試薬である

ＡＦＰ診断試薬は州病院等に無償提供され、モニタリングを行っている。一方、肝臓病理

技術については、必要機材が本邦調達であったため、機材の現地到着が遅れ、技術指導計

画の修正を行った。

先方との協議の結果、修正年次計画は双方で合意し、ミニッツに取りまとめられた。
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（2）プロジェクト活動の全般的な活動状況

本プロジェクトは、1996年５月開始後、７名の長期専門家および 15名の短期専門家が派遣

された。

また、研修員は本プロジェクト開始後、国内委員会関連の大学医学部等に、６名のカウン

ターパートが受け入れられた。

機材供与は、本邦購送分に若干の遅れがみられるが、現地調達はおおむね順調に調達作業

が進んでいた。しかしながら、現地調達においては現地代理店の調達能力に問題があり、納

期の遅れ等がみられ、機材調達業務が業務調整員の負担となっている。

当プロジェクトの協力期間は５年間のため、開始直後のプロジェクト立ち上がりが課題で

あったが、専門家派遣、研修員受入れおよび機材供与は適切に行われ順調に推移している。

（3）合同委員会

各分野のカウンターパートおよび日本人専門家との協議を通して、以下の点について調査

団からコメントを行った。

① 本プロジェクト開始前にＫＥＭＲＩ側と在ケニア日本大使館およびＪＩＣＡ事務所との

協議により、ケニア側のローカルコスト負担の増額を公約していたものの、日本側のロー

カルコスト負担額と比べると十分ではないため、ケニア側ローカルコスト負担については、

ローカルコスト全体の 40％負担をめざし、よりいっそうの努力をするよう要請した。

② Ｂ型肝炎診断試薬であるＨＥＰＣＥＬＬⅡおよびＰＡ法によるＨＩＶ／ＡＩＤＳ診断

キットの開発を進めており、将来的には保健省の認可を受け、同省との連携により国内普

及をめざしたいところ、今後も継続して保健省との連携強化を要請した。

③ 無償資金協力によりＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野へのＰ３ラボラトリー（バイオセーフティラボ

ラトリー）の設置が進められるが、Ｐ３ラボラトリーの運営については、保守管理体制を含

めてケニア側で予算措置をするように要請した。

④ 1997年５月に設置されたＫＥＭＲＩ機材保守管理委員会について、ＫＥＭＲＩ側の姿勢

は評価するが実質的に機能するように機材リストアップの作業を進め、すでに耐用年数を

過ぎた稼働していない機材等については、早急に必要な手続きにより処理するように要請

した。

⑤ 西ケニアコホート調査でのＡＺＴ使用については、ＪＩＣＡとして承認し得るが、供与

機材として要請されているＡＺＴについては、別途、供与するかどうか検討中である。

⑥ Ｐ３ラボラトリー設置に伴い、手狭になっているチーフアドバイザーおよび業務調整員

の執務室を新たに提供するよう要請した。



- 8 -

４．暫定実施計画の進捗状況

４－１　協力分野別活動

４－１－１　ＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野

（1）背景

ケニア感染症対策プロジェクト第２フェーズより加わったＨＩＶ／ＡＩＤＳ対策は、ア

フリカをはじめとする発展途上国の惨状とは逆に先進諸国における抗ＨＩＶ剤の併用治療、

ウイルス負荷の測定の実現という明るい面とか際立った対照を見せている。母子感染阻止

にはＡＺＴをはじめとする化学療法の母親への投与が有効であることがすでに定説となっ

ており、ＵＮＡＩＤＳのピーター・ピオト博士もアフリカにおけるＡＺＴ使用の有用性を

示唆し、また、昨年はＷＨＯの中嶋総長もケニアにＡＺＴを提供することを約束した（今の

ところ空手形である）。

ＫＥＭＲＩはナイロビを中心に発展を遂げてきたが、地方が極端に弱く、一方、ナイロ

ビのマンネリズムと若い研究者の育成の遅れが目立っている。そこで、ナイロビを中心と

する検査、研究面の充実とともに、西部（キスム、ブシア）におけるコホートスタディを中

心に体制の強化とともに研究者の育成を図る必要があった。

1） 抗ウイルス抗生物質のアフリカ薬草よりの抽出

（白木、景山、黒川専門家）

Ｐ３ラボラトリーが完成するまでは、アフリカ産Medical Plantsの抽出物の抗ＨＩＶ

抗性は逆転写酵素阻害により取り直し、すでに抗生物質の存在が２種の薬草より確認さ

れている。また、抗単純ヘルペスウイルス（ＨＳＶ）抗性はプラーク形成阻止抗性より取

り直し、これは２種の薬草が存在することがわかった。今後はこれらの例数を増やすと

ともに抗生物質の問題と実用化に向けての努力をすることとなる。

2） キスム、ブシア、ナイロビの母子感染対策に関するコホート調査研究

（垣本、市村、栗村専門家）

ナイロビコホートは脱落者が多く、都会でのコホート研究の困難さが示された、キス

ム、ブシアは 200名を超える妊婦をリクルートすることができ、脱落者の数も少なく今

後のフォローアップが期待される。ＡＺＴ投与は先進諸国のように絶対的に成功すると

はいえないが、この土地でどのようにすれば正確な投与を期待することができるのかは

世界の関心を集めるであろう。また、ＨＩＶ感染妊婦より生まれた子供は７人に１人が
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母乳より感染するといわれるが、人工保育に変える困難さについてもよい伏線が与えら

れるであろう。

3） ＨＩＶ検査キット

（坂上専門家）

わが国で開発されたゼラチン粒子の凝集テストは、その手技が簡単であり、すでに開

発されているＫＥＭＲＩ ＨＥＰＣＥＬＬⅡとの整合性もよく、将来はゼラチン粒子の

みでなくヒト赤血球を抗体とするキットの開発も可能かも知れない。いずれにせよすで

にケニアの中で使用可能なキットの作製ができたことは今後に明るい展望をもたらして

いる。

4） エイズ対策に必須の分子生物学の技術移転

（市村、景山専門家）

ＨＩＶのＰＣＲによる検出、サブタイプの決定、Heteroduplex Mobility Test、ペプ

チドＥＬＩＳＡなどの基本的技術の移転を終えた。今後は応用面に入ることになる。ケ

ニア西部ではサブタイプＡおよびＤがみられる。

（2）今後の展望

限られた予算と限られたマンパワーでどの限度の調査研究を行うかをこれまでの成果を

もとに検討することが最も大切であろう。また、ＨＩＶ／ＡＩＤＳの領域は急速に情報量

が増えているので、ケニア側カウンターパート、日本人リーダーを含めた専門家の前向き

な勉強が必要とされる。

（3）問題点

① 日本人はエイズに慣れていないために議論する前に各人が（議論に参加する人、

ＪＩＣＡの職員を含め）もっと勉強する必要がある。

② ケニアのエイズをとらえるためには体制の強化が、今後４年間の重要課題であろう。

③ 日本側、ケニア側とも中心人物を欠いた状況下に全員が同じレベルで議論するため、

混迷が生じている。

④ 今後のＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野の課題としては、ラボラトリーの強化、フィールドワー

クの発展にいっそうの努力が必要であろう。
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４－１－２　急性呼吸器感染症（ＡＲＩ）分野

（1）現状

急性呼吸器感染症（Acute Respiratory Infection：ＡＲＩ）プログラムはケニアにおけ

るＡＲＩの罹患率および死亡率の減少を目的とするものである。具体的には微生物学的検

査による肺炎患者からのＡＲＩ病原体の検索、抗生剤感受性検査および地区病院での

ＡＲＩ患者に対する臨床診断とその治療、さらにコミュニティーレベルでの疫学調査によ

るＡＲＩ罹患率、死亡率、危険因子の決定および健康教育の立案実施を行う。日本側から

臨床担当として神谷保彦専門家（1996年 10月より）が、微生物学検査担当として田口晴彦専

門家（1997年４月より）が派遣され、Dr. Chakayaをリーダーとする計 14名のケニア側カウ

ンターパートと協力してプログラムが実施されている。

1） コミュニティーでの疫学調査

ナイロビ市内最大のスラム街キベラ地区（人口40万人）において 2,240世帯に対して基

礎調査を行い、家族構成、教育レベル、小児の予防接種歴、病歴、家屋状況等を調査し

た。またこれらのうちから５歳未満の小児 1,050名を対象としてコホートスタディを行

い、２週間間隔でＡＲＩ罹患について追跡調査を行っている。これらの活動は同地区に

ある Crescent Medical Aid Clinicにおいて行われている。視察の際の住民の対応は好

意的であり、本疫学調査が順調に行われていることがうかがわれた。1997年７月 31日時

点のＡＲＩ罹患率は 13％で、死亡率は 0.57％であった。

2） 地区病院でのＡＲＩ患者の診断および治療

キベラ地区に隣接する Mbagathi District Hospitalを地区病院として、Dr. Chakaya

を中心にＡＲＩ外来診療を行っている。1997年７月31日時点までに149名の肺炎患者（５

歳未満）が理学所見、Ｘ線所見、培養検査等により診断され、治療が行われている。

3） 微生物学的検査

① 検査室の設立

細菌学および真菌学の検査室はＫＥＭＲＩの呼吸器疾患研究室（R e s p i r a t o r y

Diseases Research Unit：ＲＤＲＵ）に設立された。ＫＥＭＲＩの好意により使用中

の機器を供与してもらうとともに、新規の機器をＪＩＣＡより補充して検査室を設立

することができ、現在完全に稼働している。

ウイルス学検査室はＫＥＭＲＩのウイルス研究室（Virus Research Centre：ＶＲＣ）

からＭＲＣにＶＲＣ分室を移行中である。そのためウイルス学検査室はまだ十分稼働
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できない状況である。

② 微生物学的検査結果

1997年７月 31日までに、149名の肺炎患者の鼻咽腔拭い液、喉頭拭い液、および血

液を用いて細菌学および真菌学検査を行った結果、55名より病原細菌および病原真菌

が分離された。分離細菌のうち肺炎球菌 Streptococcus pneumoniae が最も高頻度

（62％）に分離された。さらにこれらの菌株の 75％がペニシリン耐性であった。分離真

菌 11株のうち、Candida属（C. albicans, C. tropicalisを含む）が最も多く（９株）

検出された。

（2）問題点

1） コミュニティーでの疫学調査

Crescent Medical Aid Clinicを本拠にして、キベラ地区出身の英語の話せるカウン

ターパート５名の活動により、1997 年７月 31日までに 1,050 名の小児（５歳未満）がコ

ホートスタディに登録された。しかしながら、目標は 1,600名の小児を登録することで

あり、さらに精力的な活動が必要とされる。

2） 地区病院でのＡＲＩ患者の診断および治療

Dr. Chakayaを中心としてケニア側医療チームの努力と日本側専門家の指導により、キ

ベラ地区住民のＡＲＩ患者の診察、治療が順調に行われている。しかしながら、治療用

の抗生物質の種類は少なく、しかも十分な量を保管していない。今後、同グループの必

要な抗生物質の日本からの供与が望まれる。供与抗生物質の決定は Mbagathi District

Hospitalの事情を考慮して、慎重に行われるべきである。

3） 微生物学的検査

ＲＤＲＵでの細菌学および真菌学検査室の機器はほとんど旧式のものであり、新規の

機器の補充が望まれる。特に真菌学検査室のセーフティボックスには排気ダクトがまっ

たくなく、研究員への感染防止の観点より、ヘパフィルターを用いた排気設備が必要で

ある。

ＭＲＣ内のＶＲＣにはＫＥＭＲＩからの機器が移送され、少しずつ整備されている。

しかしながら洗浄室（washing room）の機器はすべて使用できないものばかりであり、

まったく稼働していない。現在他部門の洗浄室を借りて器具の洗浄、滅菌を行っている

状況であり、根本的な改善を望むものである。
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4） その他

ケニア国内のＡＲＩの疫学病因について地域比較をするため、ナイロビと同様のスタ

ディが他地方でも必要である。当初キスムでこれを行う予定であったが、機材が不足し

ているため、新規購入またはナイロビからの搬入が必要である。これに対しマリンディ

は前期下痢症プロジェクトを実施した検査室があり、スタッフが常駐し、機材もそろっ

ているという利点がある。ナイロビ以外の地区をキスムとするか、マリンディにするか

はきわめて難しい問題であるように思われる。現在のところ、まずナイロビでのスタ

ディを精力的に行い、上記の決定はその後に行うということでケニア側責任者（D r .

Chakaya、Dr. Tukei等）とも合意をみた。
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４－１－３　ウイルス性肝炎分野

（1）現況

ウイルス性肝炎研究グループは肝炎診断試薬（ＨＢｓＡｇ、ＡＦＰ、ＨＣＶ抗体）の開発

生産と診断技術の移転を活動の基本に、肝炎の疫学調査、感染予防、肝ガンの病態解明と

治療法の普及を目標に活動している。

1） 診断試薬の開発と生産

① ＫＥＭＲＩ ＨＥＰＣＥＬＬ

100％ケニア産のＢ型肝炎ウイルス表面抗原（ＨＢｓＡｇ）測定試薬が血球凝集反応

を用い開発され、大量生産を行っている。1991年以来44万検査分の試薬が量産された。

このうち約 15万テスト試薬が全国８ Provincial Hospitalに無償で供与され、輸血血

液のスクリーニングに用いられている。1 9 9 6 年度は本試薬の凍結乾燥化に成功し

（ＫＥＭＲＩ ＨＥＰＣＥＬＬ II）、冷蔵システムが存在しない地域への運搬が容易に

なったとともに試薬の安定化に大きく貢献した。

② ＡＦＰキット

血球凝集反応を用い肝ガン診断試薬として、ＡＦＰキットはこれまでに約１万テス

ト分が生産され、肝疾患患者の診断に用いられている。また、肝ガン疫学調査を

ＨＢｓＡｇスクリーニングを行っているフィールドで実施してきた。

③ ＨＣＶ抗体測定試薬

Ｃ型肝炎診断試薬としてＥＩＡ法によるキットを開発した。約 2,000検体レベルの

生産であるが、今後の需要にあわせ生産を行う予定である。

2） 輸血血液のスクリーニングとＢ型肝炎ウイルス疫学

Nairobi、Nyeri、Mombasa、Machakos、Kakamega、Kisumu、Nakuru、Garissaの８Provincial

Hospitalで 1991年来輸血血液のＨＢｓＡｇのスクリーニングを行っている。1997年５月

までに11万 3,872件の検査で、3,989検体がＨＢｓＡｇ陽性で、これらの汚染血液が輸血

より除外された。またこの成績より、ケニアにおけるＢ型肝炎侵淫度は人口当たり3.5％

と判明した（Fig.１）。

現在Provincial HospitalにおけるＢ型肝炎スクリーニングは、年間１万5,000から２

万 3,000検体でこのシステムが定着してきた。1996年は、１万 6,650検体のスクリーニン

グを行ったが、ＨＢｓＡｇ陽性率は 2.6％と低率であった。これは、ＨＥＰＣＥＬＬ I

より II に変更したための技術的問題と思われる。1997 年２月の肝炎セミナーおよび

フィールドワーク後の1997年の検出結果は 5,675検体で、4.9％の陽性率で精度管理の必
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要性を実証しているとともに、1991年より 1996年までの 10万 8,197検体の検出率 3.4％

と比較すると 1.5％上昇しており、ＨＥＰＣＥＬＬ II がＨＥＰＣＥＬＬ I に比較し、

より鋭敏であることを示唆している（Fig.２）。

3） スクリーニングシステムの精度管理

ＨＢｓ抗原スクリーニングシステムの精度管理と診断技術移転のため、毎年１回肝炎

セミナーを実施するとともに、年２回フィールドワークとして８ Provincial Hospitalに

巡回指導を行っている。本プロジェクトの基本事業としての診断試薬の生産と疫学調査

のために精度管理は必須である。フィールド間の成績に差があること、同じフィールド

でも年次別の成績に差があることは検査技術が最も大きな因子と考えられる。前項でも

述べたように検査技師の移動などによる成績の変動は避けられず、定期的な精度管理が

重要である。

4） 第三国交流と技術交換費事業による近隣諸国との共同研究

三国間交流として、第三国研修と技術交換費事業を行ってきた。第三国交流ではザン

ビアより研修生を１カ月間受け入れ、肝炎診断技術移転を行ってきた。技術交換費事業

としてはマラウイおよびタンザニアにＨＥＰＣＥＬＬ IIキットを 1,000 検体レベルで

供給するとともに、専門家を派遣し肝炎診断技術の移転を行った。

5） 肝ガン診断と疫学

ＡＦＰキットを用いた肝ガンの早期診断技術の移転は、ＫＥＭＲＩの C l i n i c a l

Research Centre（ＣＲＣ）を主体に７ Provincial Hospitalで実施されている。各種肝

疾患 623例が登録され、150例（24％）がＨＢｓＡｇ陽性、そのうち肝ガンは 114例で、45

例（39％）がＨＢｓＡｇ陽性である。Ｂ型肝炎ウイルス感染が肝疾患の終末である肝ガン

の大きな因子であることを立証している。ウイルス性肝炎感染予防のケニアでのシステ

ム確立には予防法の重要性を認識させるため肝ガンに関する臨床研究を推進することが

重要である。

（2）プロジェクトの問題点

1） カウンターパート

肝炎プロジェクトには優秀な Scientist、Technologistが多く存在するが、コアとなる

Medical Doctorがいない。ＶＲＣの Directorの Dr. TukeiがＨＩＶプロジェクトのリー

ダーも兼ねたため、コアとなるカウンターパートが必要である。不可能な場合は、
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Scientist主体のチームづくりが望まれる。

2） ＨＥＰＣＥＬＬ IIの生産

本試薬の生産はすでに研究段階より実用段階へ移行しつつある。現在の生産態勢は、

ＫＥＭＲＩ－ＪＩＣＡプロジェクトの現在の運用資金の範囲では限界であり、ケニアサ

イドでの生産を検討すべきである。

3） 品質管理と精度管理

生産している試薬の品質管理、移転技術の精度管理が今後の本プロジェクトの評価に

最も重要であるとともにサステナビリティーに大きく影響を及ぼす。

4） 近隣諸国への拡大

本プロジェクトのよりよい評価には、近隣諸国での評価が重要である。

5） 肝ガンに関する臨床、病理学的研究

臨床研究は進展しているものの、病理学的研究は材料収集の点で問題があり、今後方

針を早急に決定しなければならない。今回の訪問でナイロビ大学 Prof. Mumo、Prof.

Gatei、Prof. Kunguと会談し、今後の共同研究について早急にプロトコールを提出する

ことになった。

（3）提言

① Clean Blood Supplyはケニアにとり重要な医療政策である。日本における輸血後肝炎、

薬害エイズなどと同様、10年後には必然的に社会問題になる。先進諸国におけるBlood

ScreeningがＢ型肝炎ウイルスより始まった先例にならい、ケニアでもこのスクリーニ

ングより開始するのが最も効率的である。

② Ｂ型肝炎ウイルスのスクリーニングはＪＩＣＡの技術移転によりケニアでの完全自国

生産によるＨＢｓ抗原測定キットＨＥＰＣＥＬＬ IIの完成と Blood Bankによる試験

的 Blood Screeningが 12万検体で実証されたことより、国策として実施される段階に

なった。安価で良質のキットを用いて保健省により医療政策として実施すべきである。

③ これまでの多数検体による成績より診断技術の精度管理とキットの品質管理は重要で

あり、ＫＥＭＲＩ－ＪＩＣＡプロジェクトとして継続すべきである。

④ このスクリーニング法は今後ＨＩＶほか各種の血液由来感染症予防法のモデルとなり

得る。
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⑤ 開発途上国においては無症候性疾患は病気と認定されないため、Ｂ型肝炎ウイルス

キャリアーに注意が払われない。このウイルス感染と密接に関連する肝ガンがケニア

でいかに多いか、臨床研究を進めることにより重要性の認識を高めるべきである。

⑥ さらに本研究は肝炎ウイルス持続感染症、つまり慢性肝炎、肝硬変、肝ガンの診断治

療と予防法の確立へと発展する。
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４－２　専門家派遣
（1）長期専門家リスト
No. 専門家氏名 指導科目 派遣期間 所　属　先

1 角野　文彦 チーフアドバイザー 1996年 7月 8日から 滋賀県健康福祉部健康対策課

1998年 7月 7日まで

2 遠藤　哲也 業務調整 1996年 7月 3日から （株）国際協力データサービス

1998年 7月 2日まで

3 坂上　尚人 ＨＩＶ検査キット 1996年 7月 6日から （株）富士レビオ八王子中央研究所

1998年 7月 5日まで

4 田口　　順 ウイルス性肝炎 1996年 8月 29日から 医療法人恵山会丸山病院

1998年 8月 28日まで

5 神谷　保彦 ＡＲＩ 1996年 10月 2日から 所属先なし

1998年 10月 1日まで

6 田口　晴彦 ＡＲＩ検査技術 1997年 3月 24日から 杏林大学医学部微生物学教室

1998年 3月 23日まで

7 垣本　和宏 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1997年 5月 7日から はしもと産婦人科

母子感染 1999年 5月 6日まで

（2）短期専門家
No. 専門家氏名 指導科目 派遣期間 所　属　先

1 市村　　宏 ＨＩＶ分子疫学 1996年 6月 25日から 京都府立医科大学

1996年 9月 25日まで ウイルス学助教授

2 栗村　　敬 ＨＩＶアドバイザー 1996年 7月 9日から 大阪大学医学部名誉教授

1996年 7月 18日まで

3 今西　次郎 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1996年 8月 5日から 京都府立医科大学ウイルス学教授

ウイルス学 1996年 8月 15日まで

4 田口　晴彦 ＡＲＩ検査技術 1996年 8月 21日から 杏林大学医学部微生物学教室講師

1996年 9月 27日まで

5 藤安　毅志 ウイルス性肝炎 1996年 8月 21日から 化学及血清治療研究所研究開発部

1996年 10月 4日まで 上級研究員

6 白木　公康 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1996年 9月 14日から 富山医科薬科大学

薬用植物 1996年 9月 30日まで ウイルス学教室教授

7 景山　誠司 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1996年 9月 18日から 富山医科薬科大学

ウイルス学 1996年 11月 30日まで ウイルス学教室助教授

8 垣本　和宏 ＨＩＶ母子感染 1996年 11月 3日から 和歌山県立医科大学

1996年 12月 7日まで 紀北分院産婦人科

9 栗村　　敬 ＨＩＶアドバイザー 1996年 11月 9日から 大阪大学医学部名誉教授

1996年 11月 16日まで

10 安食　和博 機材保守管理技術 1996年 11月 23日から 所属先なし

1996年 12月 28日まで

11 矢野　右人 ウイルス性肝炎 1997年 2月 7日から 国立長崎中央病院副院長

アドバイザー 1997年 2月 18日まで

12 市村　　宏 ＨＩＶ分子疫学 1997年 3月 20日から 京都府立医科大学

1997年 4月 12日まで ウイルス学助教授

13 景山　誠司 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1997年 6月 7日から 富山医科薬科大学

ウイルス学 1997年 8月 11日まで ウイルス学教室助教授

14 白木　公康 ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1997年 6月 9日から 富山医科薬科大学

薬用植物 1997年 7月 6日まで ウイルス学教室教授

15 神代　正道 ウイルス性肝炎 1997年 8月 10日から 久留米大学医学部第二病理教授

1997年 8月 27日まで



- 22 -

４－３　研修員受入事業

研修員受入事業については、国内支援体制が整っているため、下記のとおり各関係機関等で順

調に研修員を受け入れ、スムーズな進捗状況となっている。本邦研修後のカウンターパートは日

本人専門家との日常業務において技術的な側面だけではなく、業務に対するモチベーションの変

化からも十分な成果があったことがうかがえた。しかしながら、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ分野において

は、同分野の中心的なカウンターパートとみられていた Dr. B. K. M. A. KHANが本邦研修直後

に留学する事態となり、先方には本邦研修を実施するカウンターパートの選抜については十分に

注意するように指導した。

NO 研修員氏名 研修科目 研修期間 主要受入先

1 Dr. B. K. M. A. KHAN ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1996年 6月 16日から 大阪大学

1996年 8月 10日まで

2 Dr. W. M. KOFITSEKPO ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1996年 11月 17から 大阪大学、

1996年 12月 12日まで 富山医科薬科大学

3 Mr. J. M. KANYARA ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1997年 3月 6日から 富山医科薬科大学

1997年 5月 24日まで

4 Dr. J. M. CHAKAYA ＡＲＩ内視鏡検査 1996年 10月 1日から 杏林大学

1997年 3月 9日まで

5 Mr. E. G. M. MATHENGE ウイルス性肝炎 1997年 2月 27日から 国立長崎中央病院

1997年 9月 5日まで

6 Mr. E. M. SONGOK ＨＩＶ／ＡＩＤＳ 1997年 5月 12日から 京都府立医科大学

1997年 12月 10日まで

４－４　資機材供与および利用状況

1996年度機材管理短期専門家派遣を契機に、ＫＥＭＲＩへの供与機材リストのデータベース化

が進められている。さらに 1997年５月からＫＥＭＲＩ機材保守管理委員会が設置され、機材の適

正な保守管理体制の構築をめざしている。本プロジェクトの供与機材実績は資料（別添１）のとお

りである。供与機材は適切に活用されているものの、過去の無償資金協力スキーム、プロジェク

ト方式技術協力スキームで供与された機材の中には耐用年数を過ぎて、稼働していない機材がラ

ボラトリースペースをさらに手狭なものにしている。この問題点については、ＫＥＭＲＩ機材保

守管理委員会が機材リストを作成し、稼働していない機材については適宜ケニア側の責任のもと

で整理する予定である。















附　属　資　料

ミニッツ
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